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季節調整法をめぐる諸問題

1 季節調整法をめぐる最近の動向

最近，季節調整法をめぐ、って，いくつかの新しい動き

がみられる.

その 1 つは，新聞(日経月 3 日版 6 月 7 日版)で

もご承知のように，経済企画庁が現行の国民所得統計を

押坂 晃

の成果が期待される.

そこで本稿では，まず，季節調整法について概観した

あと，最近における季節調整法をめぐる諸問題およびそ

の改訂方向を紹介し，読者の参考に供したいと思う.

2. 季節調整法とは

新しい国民経済計算(新 SNA) に移行するのを機に， 国民経済は，生産，投資，消費，貿易，財政，金融，

季節調整法も従来のrE PA法J から「センサス局法」 雇用など多くの経済活動から構成されている.こうした

に切りかえるというものである. EPA法は，わが国の 経済活動の時間的変化はいろいろな要因によって生じる

経済統計の性格や電子計算機の利用状況を考慮して，経 が，これを変動パターンからみると，経済変動は，一般

済企画庁 (EPA) が昭和38年に独自に開発したもの に，すう勢変動 (T: Trend) ，刊行摂礎動 (C: Cycle) , 

で，当時としては世界でもっともすぐれた季節調整法の 季節変動 (S : Seasonal) ，および不規則変動(1 : Irreg-

l つといわれていた.しかし，その後のメンテナンス作 ular) の 4つの変動要素から合成されたものと考えられ

業が十分でなかったこともあって，季節調整結果が石油 る.したがって，景気観測や需要予測を行なう場合には，

ショック後の経済実態の変化にかならずしもそぐわなく 経済統計の時系列変化の中から季節変動と不規則変動を

なったためである. 除いて，すう勢・循環要素を分離する必要がある. r季節

第 2 の動きは，通産省の季節調整法 rM 1 T 1 法 J ，こ 調整法」とは，こうした目的のために開発された統計的

関するものである.すなわち，通産省偽1I TI) では 手法であり，原系列から季節変動を除去したものを季節

昭和53年 1 月から鉱工業生産指数など同省所管の指数系 調整値(または季節調整済系列)という.通常の分析で

列を昭和50年基準に変更する予定になっているが，その は，この季節調整値を用いて景気観測や需要予測が行な

際，季節調整法についても，従来から指摘されてきた問 われる.このように季節調整法の主目的は，原系F肋ミら

題点(特異項の処理法，季節指数の不安定性等)につい 季節変動を除去して季節調整値を求めることであるが，

て抜本的な見直しを行なうというものである.一部の新 季節変動自体も企業経営や政策運営の面できわめて重要

聞では，通産省でも季節調整法を「センサス局法j に切 な情報である.たとえば，企業経尚では毎月の生産高や

りかえることがきまったかのように報じているが，これ 仕入高をどのようにきめるかがきわめて重要な問題であ

は誤報である.担当者の話では，センサス局法について るが，その場合月々の季節変動やその変化を知っていれ

も比較検討を行なうが，どちらかというとMITI 法の ば，そうでない場合に比べてより多くの利潤を得ること

改訂版をつくるという方向で、作業を進めたいとの意向の ができるであろう.また，財政面では，財政収支は月に

ょうである. よって季節的な繁閑があるため，その変動パターンを正

第 3 に，こうした動きを反映して，行政管理庁の諮問 しく把握しておくことは政策運営にとってきわめて重要

機関である統計審議会の経済指標部会(部会長，中村隆 である.

英東大教授)においてもこの 10月下旬から季節調整法の

勉強会がもたれるようになったことである.このように

季節調整法について関係省庁や学識経験者が集まって情

報交換や検討を行なうのははじめてのことであり，今後
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3. 季節変動の要因と変動パターン

以上のように，季節調整法では季節変動の測定がもっ
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とも重要な作業となるが，一口に季節変動といっても，

その要因や変動パターンは統計によってかなり異なる点

に注意する必要がある.

たとえば，経済統計の季節変動を要因別にみると，冷

暖房器具の販売や米代金の支払いなどのように純然たる

季節要因(自然条件)によって変動するもの，クリスマ

ス需要や盆・暮れの贈答関連消費などのように年中行事

や生活習慣によるもの，ボーナス収入，決算期の会計処

理，学卒雇用，夏休み期の支出変化などのように社会制

度や社会慣習によるものなど多種，多様で、ある.また，

季節変動のパターンについても，夏・冬のボーナス支

給， 12月に急増する百貨店売上，冷房設備の普及にとも

なう電力消費の夏期需要，決算期の多い 3 月 9 月に増

加する受注など区々様々である.これらの季節変動は

r 1 年を周期として毎年繰り返される変動」という点で
は共通の性質をもっている.しかし，季節変動の要因や

パターンは上述のように統計によって区々様々であり，

また，同じ系列でも季節変動の振幅や位相が時間ととも

に変化するのが普通である.このため，季節変動のパタ

{ンやその時間的変化を理論的に定式化してこれを実際

の経済統計について計測することはきわめて困難であ

り，このことが現行の季節調整法を複雑なものとしてい

る 1 つの要因となっている.

4. 古典的な季節変動分析

前においてはもっともよく用いられていた.

(3) 移動平均法 この方法は，各種の移動平均を繰

り返し行なうことによって季節変動やすう勢・循環要素

を求めようとするもので，そのもっとも古典的な方法は

つぎのとおりである.すなわち，まず，原系列 (0) を

12カ月移動平均し，さらに 2 カ月移動平均してすう勢・

循環要素 (TC) を求め，これで原系列を割って不規則

変動を含んだ季節変動 (8 I)を算出する.つぎに，こ

の季節・不規則要素を各月ごとに平均し，これを全体の

平均値で除して最終的な季節指数を求める.以上のよう

にこの古典的な移動平均法は，計算が簡単であること，

計算の過程ですう勢・循環要素も算出できるなどの長所

があるが，その半面，系列の前後 6 カ月に欠項が生じる

こと，移動平均によって不規則変動もならされるためす

う勢・循環要素がゆがめられる場合があること，不規則

変動に特異項が含まれる場合には季節指数にもゆがみが

生じること，季節指数の固定性が仮定されていることな

どの問題がある.これらの諸点についてその後もひきつ

づき検討が行なわれたが，その処理には複雑な計算をと

もなうため，移動平均法の本格的な実用化は電子計算機

の利用に待たねばならなかった.

5. 電子計算機による季節調整法

電子計算機による季節調整法を世界で最初に開発した

のは，アメリカ商務省センサス局の J. 8hiskin を中心

ところで，こうした季節変動を測定する方法として とする開発グループである.彼らは，季節変動パターン

は，古くからいくつかの方法が考案されているが，それ の年々の変化を考慮し，実際の景気観測に耐えうる季節

を大別すると， (1)月別平均法， (2) 連環比率法，およ 調整法をめざして精力的に検討を行ない，昭和30年にセ

び， (3) 移動平均法の 3 つに区分することができる. ンサス局法 I を公表し，さらに昭和32年にはその改訂版

(1)月7J1j平均法一一一これは，各月別の平均値の年間の であるセンサス局法Eを発表した.その後も，移動平均

総平均値に対する相対比率として季節指数を求めようと の項数やウェイトのつけ方，欠項の補い方，不規則変動

するものである.この方法は，計算が簡単なため，季節 や特異項の処理方法等についてひきつづき改良が加えら

変動についておおよその見当をつける場合には便利であ れ，現在では，個々の経済指標の特性に応じて各種の機

るが，季節変動が固定的であると仮定していること，季 能を選択的に利用できるセンサス局法E の X-11 が世界

節指数の中にトレンド要因が残ってしまうことなどの欠 各国で広く利用されている.

点があり，現在ほとんど用いられていない. 一方，わが国でも，昭和29年， 33年の景気後退を契機

(2) 連環比率法一一これは，まず，各月ごとに対前月 として景気観測に対する認識が高まり，昭和34， 5年ごろ

比の代表値(平均値または中位数)を求め，つぎにそれ から，日本銀行，経済企画庁および通産省で、あいついで

からトレンド要因を除いた後，その累乗値の年平均が 1 季節調整法の検討がはじめられた.その結果日本銀行は

になるように調整して最終的な季節指数を求める方法で 昭和36年からセンサス局法の導入を決定したが，企画庁

ある.しかし，連環比率法は，その算出方法からわかる と通産省はそれぞれ独自に開発作業を進め，企画庁はわ

ように，前月比の代表値の求め方に怒意性が入ること， が国の経済統計に適用するための調整法として昭和38年

季節変動パターンの変化が十分に考慮できないなどの問 にEPA法を開発し，また，通産省でも，生産，出荷，

題がある.このためこの方法はきめ細かな時系列的分析 在庫等の指数に適する季節調整法 (MI T 1 法)を昭和

には不向きであるが，現在の季節調整法が開発される以 37年に開発している.これらの季節調整法は，いずれ
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れる.そこで，現在わが国で用いられている季節調整法

(センサス局法n (X-11) , EPA法， MI T 1 法 n)

について，その特徴や相異点を簡単に述べておきたい.

(1)センサス局法n(xー 11) この方法は，日本銀

行が通貨，金融，財政，国際収支，物価等の所管データ

の季節調整に用いている方法で， EPA法やMITI 法

に比べてつぎのような特徴をもっている.

① 曜日変動の調整を行なうことができる.

② 暫定的な季節調整値からすう勢・循環要素をでき

るだけ正確に取り出すために，へンダーソンの加重

移動平均が用いられている.

③ 季節要素を求めるための移動平均項数は個別系列

ごとに固定されている.

④ 不規則変動について 5 カ年移動標準偏差σを計算

し，それにもとづいて特異項の認定および修正が行

なわれている.また，季節・不規則要素 S 1 および

季節調整値TCI に含まれる不規則要素 I が特異項

と認定された場合には，そのデータ自身に修正ウェ

イトを乗じたものと前後それぞれ 2 カ年の正常値の

計 5 項の加重平均値でおきかえられる.

⑤ 標準的な計算手順のほかに，各経済指標の特性に

応じて各種の計算手順を選択的に利用することがで

きる(季節要素やすう勢・循環要素を算出するため

の移動平均項数の選択，曜日変動調整の適否，特異

項の管理限界の指定など).

(2) EPA法 この季節調整法は，わが国の経済統

計に適用することを目的として，経済企画庁が昭和38年

に開発したもので，国民所得統計や機械受注統計などの

企画庁所管データのほか，労働省，大蔵省，建設省など

の官庁関係データにも適用され，また，民間企業におい

ても広く用いられている.開発にあたっては，当時の電

子計算機の現状を考慮して，計算量が少なく，かつわが

国の経済統計に適する精度の高い季節調整法を作成する

ことが目標とされた. そのため， センサス局法n (X-

11) と比べると， (1) 計算ステップが少ないこと， (2) 

季節要素やすう勢・循環要素の算出に，反復移動平均

(同じ項数の単純移動平均を 2 回繰り返して用いる方法)

が多用されていること， (3) 季節要素を算出するための

反復移動平均の項数をMS R (Moving Seasonal Raｭ

tio L: 1，/ふ)によって自動的に選択していること，な

どの特徴をもっている.このように， EPA法は計算ス

テップが簡単であるばかりでなく季節調整の信頼度も比

較的高く，開発当時は，センサス局法n (X-3) をしの

ぐ世界でもっともすぐれた季節調整法のひとつとして高

く評価された.また，数年前に行なわれた検討作業で

も， EPA法の信頼度は現在のセンサス局法n (X-11) 

も， (1)季節指数の変化を仮定していること， (2) 移動

平均法を主体としていること， (3) 原系列 (0) の動き

をすう勢・循環変動 (TC)，季節変動 (S) および不規

則変動( 1 )の 3 つの要素に分解できること， (4) 電子

計算機の利用を前提としていること，などの共通した特

徴をもっている.図 1 は，これらの季節調整法の基本的

な考え方を理解していただくために，その計算手JI債の概

要を示したものである.この図からわかるように，現行

の季節調整法は，単に季節調整値を求めるだけではな

く，原系列をすう勢・循環要素，季節要素および不規則

要素にできるだけ正確に分解することに重点がおかれて

おり，そのため，特異項や不規則変動を処理するために

各種の移動平均が用いられていることが知られる.

以上，電子計算機による季節調整法についてその特徴

を述べたが，上述の 3 つの方法(センサス局法， EPA 

法， MI T 1 法)についてその内容を比較してみると，

季節調整の基本目的は同じであるが，移動平均の項数や

ウェイト，特異項の処理の仕方，耀日調整等選択機能の

種類や使い方など具体的な計算手続はかなり異なってい

る.これは基本的には，それぞれの開発の目的や適用指

標などが異なるためで、あるが，それとともに，開発後の

フォローアップ作業の違いによる面も少なくないと思わ

/原系列 TCSI 

1 中心化 12カ月移動平均
却|すう勢・循環要素 TC-l 

長 TCS I/TC-1 
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調 1 (各種の移動平均)
整|季節要素 S-1 
1 TCSI/S ー l

l季節調整値
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素および不規則 I TC I/TC 
要素の算出 |最終的未規則要素 I 
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と比べてもけっしてひけをとらないことが検証されてい ける季節調整法をめぐる諸問題の中でもっとも基本的な

る.しかし，現在広く用いられている EPA法の標準型 論点のーっとなっている.

(X-4 C) は，特異項の処理を含まないため，石油ショ (3)MITI 法(ll)一一この方法は，生産，出荷，在

ックのような大きな変化が生じると，季節指数や季節調 庫など通産省所管の指数系列に適用することを目的とし

整値に歪みが出てくるとし、う問題をもっている.このた て昭和37年に開発された季節調整法で，現在はその改訂

めEPA法では，標本プログラムのほかに，それに特異 版であるMITI 法 (ll)が用いられている.その特徴を

項の処理機能を加えたプログラム (X-8 )が用意されて あげるとつぎのとおりである.

いる.この特異項処理プログラム (X-8) は，最終的季 ① EPA法よりも計算が簡単で，小型コンビュータ

節指数の算定にさきだって季節・不規則要素に含まれる でも処理できる.

不規則変動の標準偏差を計算し，それにもとづいて設定 ② すう勢・循環要素を求めるために 12 カ月移動平均

した管理限界を超える値に対応する季節・不規則要素を と 8 項加重移動平均を組合せた 19項加重移動平均が

特異項と認定しようとするもので，その考え方はセンサ 用いられている.これは，すう勢・循環要素が 3 次

ス局法 II (X-3) と同じである.したがって，現在のセ |曲線で近似で、きると想定し，その動きをできるだけ

ンサス局法 II (X-ll) と比べると，特異項の認定や修正 忠実に再現できるように考案されたものである.

の方法がだいぶ違っている点に注意する必要がある.す ③ 特異項の認定および修正は季節・不規則要素の平

なわち，センサス局法 (X-ll) では，特異項を認定する 均絶対偏差にもとづいて各月毎に行なわれている.

場合に不規則要素を 5 カ年間ずつ移動させながら標準偏 ④ 季節指数の算出は過去 5 年半のデータによって行

差を計算し管理限界を設定しているのに対して， EPA なわれるが，基準時改訂時を除けば，最新 l 年分の

法 (X-8 )では，各月ごとに全期間のデータを用いて不 季節指数しか利用されず，それ以前の指数は修正さ

規則要素の標準偏差を推定している.また，特異項の修 れない.また，むこう 1 年間の季節指数の推定は行

正方法も異なっており，センサス局法では，特異項にあ なわれず，最新年の指数で代用される.こうした取

る修正ウェイトを乗じたものと前後各 2 カ年の正常値の り扱いは利用者にとっては便利であるが，その半面，

計 5 項の加重平均値で代替されるのに対して， EPA法 季節指数の実勢変化が正確に反映されず，季節指数

で、は，特異項とその前後の値の計 3 項の平均値が修正値 の変化が不安定になりやすいという欠点をもってお

として用いられている. り，幸IJ用にあたっては注意が必要である.なお，通

このように， EPA法 (X-8) は，センサス局法に比 産省では， 53年 l 月の指数の基準時改訂に合わせ

ベて特異項の処理が不完全であり，またデータの期間の て，現在， M 1 T 1 法の改訂作業が行なわれている

とり方によって管理限界が変動するため，季節指数も不 が，その際，季節指数の安定性の問題についても検

安定で歪みを生じる可能性がある.このことが最近にお 討されることを期待したい.

1977 年 12 月号

月別
;:', , (1-21 i 一 (1-2) ;-，

一一，L I 一一一ー一一一一一一一!N-l i':",' (1-2) , 

図 2 EPA (X-4C) フローチャート(月次乗法モデル)

(暦 if二平均)
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6. 季節調整法をめぐる諸問題

以上，現在わが国で用いられているセンサス局法 (X

11) , EPA法(X-4C ， X-8)およびMITI 法(11 ) 

の 3 つの季節調整法についてその概要を説明した.これ

らの方法は，いずれも移動平均を主体としてできるだけ

実勢に合った季節調整値を算出するとし、う共通の目的を

もっている.しかし，その特徴をみると，センサス局法

の計算ステップは特異項の処理と各種オプション機能の

選択に重点がおかれているのに対して， EPA法の標準

プログラムでは，汎用性を重視して特異項の処理が行な

われていない.これに対してMI T 1 法は， ラ年ごとに

基準時改訂が行なわれる生産，出荷等の指数系列に適用

されるため，季節調整期聞は日年半に限定され，季節指

数も最新年しか改訂されないという特徴をもっている.

したがって石油ショックのような異常現象が生じると，

特異項の取り扱いや季節調整期間が違うため 3 つの季

節調整値の聞に帯離が生じるであろう.とくに， EPA 

法 (X-4 C) では，特異項の修正が行なわれないため，

石油ショックの影響によって季節指数に歪みが生じる可

能性がある.

このように，最近，季節調整法をめぐっていろいろな

問題や疑問が投げかけられているが，それを大別すると

つぎの 4 つの問題にわけることができる. (1)季節指数

の安定性， (2) 特異項の処理， (3) 季節調整の整合性，

(4) 季節調整値の利用の仕方.

以下，これらの諸点、について EPA法を中心に問題点

の所在を紹介し，若干のコメントを行ないたい.

4, 600 

4, 200 

3,800 

3,400 

3 , 000 

一一一一 33年 1 月 -48苛 12 月
ー一一一- 33年 1 FJ -49年 12 月
一一一一 33年 1 月一 50年 12 月
一一一 33年 l 月一 51年 12月

45 46 

(1)季節指数の安定性一一現行の季節調整法は，移動

平均法を主体としているため，季節指数は一般にデータ

の追加によって徐々に変化する.このため， EPA法で

は，毎年12月のデータが出たところで，全期間にわたっ

て季節指数が改訂される.こうした季節指数の変化は，

季節指数を算出する場合の移動平均の項数および欠項の

補充の仕方に依存するが，また，特異項の処理とも密接

な関係がある.季節指数の安定性とは，データの追加に

よって季節指数がどのように変化していくか，そして何

年後にそれが安定するかという問題であり，変化率が小

さいほど，また，安定するまでの期聞が短いほど望まし

いであろう.また， EPA法では，むこう l 年間の暫定

季節指数 (St+l) を過去 2 年間のすう勢変化を考慮して

次式によって推定しているため，季節指数の安定度が高

いほど暫定季節指数の予測誤差も小さくなるからであ

る.

sm=St+;(St-L) 

図 3 は，民開設備投資の先行指標として用いられる機

械受注(船舶を除く民需)について，データの追加が季節

調整値にどのような影響をおよぼすかをみたものであ

る.それによると， 47年以前については，季節調整値は

2~3 年たてばほぼ安定するが， 48年については石油シ

ョックの影響からデータの追加によって季節調整値がか

なり変動しているのが特徴的である.

(2) 特異項の処理 EPA法の標準プログラム (X

-4C) は特異項の処理を含まないため，石油ショックの

ような異常な現象が生じると，その前後の年の季節指数

に歪みが出てくる.このため，季節調整値は，こうした

47 48 

図 3 機械受注(船舶を除く民需)，季節調整値(単位:億円)
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表 1 実質個人消費支出の動向と特異項の処理

\\期I 4~6 月 I 7~9 月 I 1O~12 月 1~3 月
年度\\l 処理味処理1:処理|未処璽「届重1云証理仁証理1長処理

をどうとるかとし寸問題である.いま，デフレ

ータをPとすると . N=PR という関係が成立

する.したがってこれらの関係式が季節調整後

も満たされるようにするためには，上の 3 つの

変数のうち 2 つだけを季節調整し，残りを調

整項目とすればよい.したがって，季節調整に

は 3 通りの場合が考えられるが，実際の例で

は，名目値と実質値をそれぞれ独立に調整し，

デフレータについては季節調整が行なわれない

のが普通である.しかし，価格データについて

も，季節商品価格や賃金のように季節変動する

場合もある.したがって，名目値の季節変動

が，実質値とデフレータの両方の季節変動に依

竺土L~土|三_9_1~山汁il-1:dfJjl三5
竺竺|竺三~I三竺1. 8 1 りj~L!.o 3.5 

48 年 lム0.21ム0.3! 1. 7 1 1. 6 I 4. 1 I 3.6 1ム5.1 1ム4.3

-一千包到三十L~.川三71 0タトて1435
50 年 I 1. 1 1 O. 9 I 1. 4 1 1. 3 トム 7 I 0.3 I 2. 1 2.8 
(備考) 1. 国民所得統計による
2. 季節調整値の対前期増減率(%)
3. 処理および未処理の欄は，それぞれE P A( X-4C) 
およびE PA(X-8)により計算

特異項を修正した場合としない場合でかなりの差が生じ

る.表 1 は，国民所得統計の実質個人消費について特異

項の処理の違いを比較したものである.それによると，

特異項の処理を行なわない (X-4 C) 場合には. 50年以

降 1~3 月期の伸びが異常に高くなっているが，特異項

の処理を行なうと，異常な伸びはかなり是正されるもの

の，なお十分に調整されていないように思われる.

一方，特異項の処理プログラム (X-8) を月次系列に

適用してみると，期間のとり方や管理限界のきめ方によ

って特異項の月や値がかなり変動し，特異項の認定がき

わめて困難であるとし、う問題がある.このため，国民所

得統計では，季節調整法を 52年から特異項の処理できる

X-8 に切りかえているが，いろいろ検討の結果，将来は

特異項の処理の点、でよりすぐれているセンサス局法 (X

-11 )に移行する予定となっている.しかし，わが国の場

合，現在，官庁，民間とも EPA法を採用しているとこ

ろが多いため，具体的な移行時期については別途検討さ

れることとなっている.

( 3) 季節調整法の整合性一一季節調整法をめぐる第 3

の問題は，季節調整の結果が関連データについて整合性

が保たれているかどうかという点である.これについて

は，つぎの 3 つの場合が問題となる.その第 1 は，合計

データの季節調整を直接行なうか，あるいはそれを構成

する内訳項目の季節調撃値の合計として求めるかという

問題である.経済企画庁の所管データについては，機械

受注統計には前者の直接方式が用いられているが，国民

所得統計には後者の積上げ方式が採用されている.以上

2 つの方式のどちらがよし、かは，季節要因の種類や季節

調整値の利用目的によって異なるが. I直接方式の場合は

内訳の合計が合計値に一致しないこと，また，積上げ方

式では合計値に季節性が残る場合があることに注意する

必要がある.

第 2 に，名目値Nと実質値Rの季節調整の間の整合性

1977 年 12 月号

存する場合には，名目値の季節調整値を実質値とデフレ

ータの積として求めるほうがよいであろう.

季節調整法の整合性に関する第 3 の問題は，ストック

の差として求められるフローデータの季節調整をどうい

う方法で行なうかという問題である.たとえば，在庫投

資の季節調整を行なう場合に，ストックの季節調整値の

差として求めるか，あるいは，在庫投資に直接加法モデ

ルを適用して季節調整を行なうかという問題である.こ

れについては，国民所得統計の在摩データについていろ

いろ検討されているが，それによると，季節変動の安定

性の観点から，在庫残高の季節調整値の差として求める

ほうが若干すぐれているという一応の結論が得られてい

る.

(4) 季節調整値の利用の仕方一一これについては，季

節調整の中に含まれる不規則変動の影響を除くため，季

節調整値を 3 カ月移動平均してその前月比の動きを利用

するという方法がよく用いられる.しかし，石油ショッ

ク後においては，不規則変動の影響が強まっているた

め，こうした一律的な方法では経済の実態把握に問題が

あり，系列ごとの特性の違いを考慮しながら季節調整を

利用することが大切である.その 1 つの方法として原系

列とあわせて利用することも考えられるが，別法として

は，系列ごとに，不規則変動よりもすう勢・循環要素の

変化のほうが優勢になる最小月を示すいわゆるMCD

(Months for Cyclical Dominance) を計算しておい

て，それを考慮してすう勢・循環要素の動向を読みとる

ことも考えられる.

以上，最近における季節調整をめぐる諸問題について

その概要を紹介した.季節調整法は経験法則にもとづく

統計的手法であるから，どのような系列・時期にも汎用

的，機械的に適用できる方法はないといってよい.現

在，経済企画庁と通産省を中心に季節調整法の見直し作
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業が進められているが，それを契機として，季節調整に

関する情報交換が進み，景気観測の精度が一段と向上す

ることを期待したい.
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数理パズルを楽しもう (2)

問題 A , B , C , Dの 4 匹の犬が，一辺の長さ 100

mの正方形の 4頂点、に立っています.いま， AがB

に向かつて ， B ;á~C に向かつて， CがDに向かつて，

DがAに向かつて，それぞれ同じスピードで，同時

に走りはじめたとしま

す.すると，どの犬も螺

線状に走って，中心のO

ですべてが同時に追いつ

きます.それぞれの犬

は，追いつ〈までに何m

走ったで、しょうか.

Ar----一一一寸D

l ・()

Bらー一一一ー-lc

[11月号(656 ページ)の解答〕 点 P と直径上に向かい

合う点Qは，つぎの方法で求められる.まず，円のよび

方を簡明にするため，点Aを中心とする円を「円AJ と

よぶ.ただしお盆による作図のため，中心Aの位置は

不明である.点Pを通る勝手な円Bを描き，円A との他

の交点をR とする.つぎに，点Rを通る勝手な円C を描

き，円B との交点、を S とする.さらに，点 S を通り，円

A と円C に交わる勝手な円Dを描き，円A との交点を

T，円C との交点をU とする. 2 点 T ， Uを通る円 Eを

措けば，円A との交

点が求める点Q であ

る.この理由は，四

角形APBR ， BR 

CS , CSDU , D 

TEU , ETAQが

すべて平行四辺形で

あることから，明ら

かであろう.

このエレガントな

問題と解答はL. A.

Graham の著書[ 1 J 

に紹介されており，

お盆によるその他の

作図を調べたもの

[2Jもある.

Q 

B 

[ 1 J Graham, L. A. , The Surprise Attack in 
Mathematical Problems , Dover Pub. , New 

York, 1968. 

[2 J 数理楽-N，“丸いお盆で図形を描くヘ科学朝日，

1 月号( 1974 ), 74-77. 

(中村義作信州大学工学部)
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